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種苗制度の論点について  

 

１．育成者権の権利範囲の明確化  

権利侵害を立証し易くする必要があるのではないか  

育成者権の及ぶ範囲は、判例で現物主義が採用されているため、訴訟

実務上、立証が困難な状況となっている。このため、本来、育成者権が

及ぶとされるべき事案でも権利行使に支障を来す可能性があることか

ら、育成者権の適切な保護のためには、特性表の活用等「現物」以外に

権利範囲を画定させる手立てを検討すべきではないか。  

 

２．職務育成品種の権利の扱い  

職務育成品種の権利の帰属について育種機関の知財管理の手法を尊

重できるようにすべきではないか  

特許法では、従業者等が企業等の意思に反して特許を受ける権利を

譲渡できないよう、従業者等がした職務発明について予め企業等に特

許を受ける権利を取得させることを定めていたときには、その特許を

受ける権利は、その発生時から（原始的に）当該企業等に帰属させるこ

とができる旨の規定がある。  

種苗法においても、育種機関の知財管理の実情に応じた対応ができ

るよう同様の規定が必要ではないか。  

 

３．裁判所への証拠書類等の提出命令時のインカメラ手続の整備  

特許法では、当事者から申立のあった書類に対して裁判所が書類提

出命令を出すに際して、裁判官が書類の内容を確認した上で提出する

必要性を判断できるようにするとともに、当該手続に中立の技術専門

家が関与できるようになっている。  

このような点について、種苗法ではどのような考え方となっている

のか（育種技術の高度化に適切に対応できる規定となっているのか。）。 

 

４．他の知的財産法制度に合わせた近代化  

知的財産法制度は進展が速い法分野であるが、種苗法は近年改正さ

れていない。他の知的財産法制度の改正経緯も踏まえ、時代に合った改

正の必要性について検討していくべきではないか。  
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